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協議会設立の背景 

 平成27年9月 関東・東北豪雨 
  鬼怒川の堤防決壊 
   …氾濫流による家屋の倒壊・流出 
    多数の孤立者の発生 

 社会資本整備審議会・答申（平成29年1月） 
 「中小河川等における水防災意識社会の 
  再構築のあり方について」 

 平成29年6月設立「埼玉県減災対策協議会（利根川圏域）」 
         「埼玉県減災対策協議会（荒川圏域）」   
        ・水防災意識社会の再構築を目的として、減災のための目標を共有し、 
         ハード対策とソフト対策を一体的・計画的に推進する 

 社会資本整備審議会・答申（平成27年12月） 
 「大規模氾濫に対する減災のための治水 
  対策のあり方について～社会意識の変革に 
  よる「水防災意識社会」の再構築に向けて～」 

 平成28年8月 北海道・東北地方の台風 
  一級河川の支川、二級河川で堤防決壊 
   …甚大な被害発生、 
    要配慮者利用施設の入所者の逃げ遅れ 
    被害発生 

 平成30年5月「埼玉県管理河川の氾濫に関する減災対策協議会」へ一本化 

平成29年6月 水防法の一部を改正する法律の施行 
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２．本協議会の構成員 



協議会の構成員 

構成機関 構成員 

市町村 市町村長（６３） 

国土交通省 
関東地方整備局 

河川事務所長等（７） 

気象庁 熊谷気象台長 

独立行政法人 
水資源機構 

総合事業所長等（３） 

埼玉県 
県土整備部長 
消防防災課長 
県土整備事務所長等（１３） 
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３．埼玉県の概要と主な課題 



埼玉県の過去の主要な災害 
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昭和22年９月のカスリーン台風による被害 カスリーン台風以降の主な浸水被害 

 利根川では埼玉県東村（現加須市新川
通）で９月16日未明に堤防が決壊した。
この決壊による氾濫流は埼玉県下にとど
まらず、東京都葛飾区、江戸川区にまで
達した。また、渡良瀬川や渡良瀬遊水地
周辺の堤防12箇所においても堤防が決壊
し、川辺村（現加須市北川辺）では最高
水位5.5mに達し、湛水期間は１ヶ月にも
及んだ。 

 荒川においても、９月15日午後に埼玉県
田間宮村（現鴻巣市大間）において65m
にわたり堤防が決壊し、続いて熊谷市久
下地先において100mにわたり堤防が決壊
した。 

 利根川、荒川以外の河川でも、現在埼玉
県が管理している市野川や唐沢川におい
て堤防決壊や越水よる甚大な被害が生じ
た。 

 埼玉県下におけるカスリーン台風による
被害は家屋の浸水78,944棟、家屋の倒
壊・半壊3,234棟、死者は86人にのぼっ
た。 

 カスリーン台風による被害以降も、数年に１回は台風等による浸水被害が発
生している。 

 特に近年では、平成27年９月の関東・東北豪雨において、気象庁の越谷観測
所で、昭和51年の統計開始以来、観測史上１位の降水量を更新する記録的な
大雨（301.5mm/48h）となり、新方川などが溢水するなどして、越谷市や春日
部市を中心に約５千棟の浸水被害が発生した。 

 また、平成28年８月の台風９号においては、県南西部を中心に100mm/hrを超
える猛烈な雨が降り、不老川や東川で溢水するなどして、所沢市や入間市を
中心に約２千棟の浸水被害が発生した。 

 平成29年１０月の台風２１号は、２３日に超大型の強い勢力を保ったまま静
岡県に上陸した。この台風の接近・通過により、川越県土雨量観測所（川越
市）では計画降雨の約1.1倍である「48時間雨量281㎜」を観測し、県内全域
で約千棟の浸水被害が発生した。 

埼玉県におけるカスリーン台風以降の主な浸水被害 

カスリーン台風の浸水範囲 

浸水範囲の空中写真 
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埼玉県の地形と地形区分 

埼玉県の概要と主な課題 
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西部地域の河川は山地部に位置するため、河川の勾配が急であり
洪水時は沿川で氾濫するとともに、河岸流出等の災害が発生しや
すいことから、避難の遅れや、避難経路の途絶が発生する恐れが
ある。 

 
北部地域の河川は、利根川との合流部付近では本川水位の影響を
受けやすく、本川水位が高い状況が継続すると支川の河道水位も
高い状況が長期化する恐れがある。また、河川の下流部は低平な
ため、大規模氾濫時には浸水が長期に及ぶ恐れがある。 

 
南部地域の河川は、丘陵部及び台地部を流下するため河川の勾配
が急であり、急激な水位上昇が発生する恐れがある。また、河岸
流出等の災害が発生しやすいことから、避難の遅れや、家屋の流
出、避難経路の途絶が発生する恐れがある。 

 
東部地域は、低平な地域が台地と利根川、荒川、江戸川等の河川
堤防に囲まれ、お椀の底のような地形となるため、水が溜まりや
すく、はけにくい地域となっている。そのため、大規模氾濫時に
は、多数の孤立者や交通の断絶などが発生する恐れがある。 

局所的な豪雨が頻発するなか、水位上昇が早い河川の場合、避難
勧告等の発令を限られた時間・情報の中で判断する必要がある。 

 
大規模氾濫が発生した場合には、自治体の境界を越えた避難場所、
避難経路等の設定が必要になる可能性がある。 

 
県管理河川の延長が長く、広範囲に亘る水防活動が必要な一方で、
水防団員数の減少・高齢化により的確な水防活動の実施が困難に
なっている。 



４．現状の取組状況 



現状の取組状況 ①情報伝達、避難計画等に関する事項 

『想定される浸水リスクの周知』､『洪水時における河川水位等の情報提供』､『避難勧告
等の発令』､『避難所等、避難経路』､『住民等への情報伝達方法』､『避難誘導体制』  
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現状 

課題 

• 埼玉県管理の洪水予報河川４河川・水位周知河川１４河川について、計画規模降雨による洪水浸水想定区
域を公表している。 

• 河川水位に応じて、住民避難等に資する洪水予報・水位周知情報を自治体向けに通知している。 
• 住民等への情報伝達のために、県ホームページなどで雨量や河川水位、カメラ映像を提供している。 

• 想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域、水害ハザードマップの作成・公表が必要である。 

• 堤防の決壊、越水・溢水などの重大被害が発生する恐れがある場合に、河川管理者から関係自治体に対し
て直接、情報伝達（ホットライン）を行うための仕組みの構築が必要である。 

• 降雨時には防災行政無線や広報車等の音の聞き取りが困難となることが懸念される。 

河川水位の周知例 浸水想定区域図の一例 



現状の取組状況 ②水防に関する事項 

『河川水位等に係る情報提供』､『河川の巡視区間及び水防活動の実施体制』､『水防資機
材の整備状況』､『自治体庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応』 
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現状 
• 大雨時には、重要水防箇所を中心に巡視している。また、出水期前に、県、市町村、水防団等と合同で重要

水防箇所の点検を行っている。 

• 土のう袋やロープ、ブルーシート等を庁舎、水防倉庫、消防署などに用意している。水防資機材について、毎
年点検を行っている。 

課題 

• 出水対応を経験した水防団員が少なくなっているため、技術や知識の継承、水防活動に関する専門的な知
見等を習得する機会が少なく、的確な水防活動ができないことが懸念される。 

• 資機材の補充等が的確に行えない場合がある。また、自治体単位では水防資機材の備蓄等が不十分であ
り、非常時における相互支援の仕組みを構築しておく必要がある。 

河川巡視の一例 水防倉庫 
（東松山市上唐子） 

備蓄資機材 



現状の取組状況 ③氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項 

『排水施設等の運用や浸水被害軽減対策』  
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河川砂防課 1

排水ポンプ場のしくみ

堤
防

排水ポンプ場

水門

堤
防

現状 • 出水時の樋管等の操作は、操作規則に基づき実施している。 

課題 • 長期間の浸水及び浸水深が大きい状況を踏まえた、氾濫水への早期対策が必要である。 
• 既存の盛土構造物等を活用し、浸水被害の軽減を図ることが必要である。 

埼玉県における排水ポンプ場 

排水ポンプ場の仕組み 

埼玉県における排水ポンプ場 排水ポンプ場の仕組み 

※H29.3現在 



現状の取組状況 ④河川管理施設の整備に関する事項 

『堤防等河川管理施設の現状の整備状況』  
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現状 

• 河川整備計画に基づき整備を進めている。 
• 浸透による漏水の危険性が高い箇所で、対策を実施している。 
• 水防活動を円滑に行うための河川防災ステーションを４箇所で整備済みである。 

課題 

• 堤防の断面不足や未整備の箇所等が存在する。 

• 施設能力を上回る洪水が発生した場合においても、人命・資産・社会経済の被害をできる限り軽減する堤防
構造の工夫が必要。 

• 排水機場の大規模水害への耐水化が十分ではなく、排水施設が機能しなくなる恐れがある。 

埼玉県の河川の改修状況 

河川整備率の状況（河川整備ブロック別）＜平成29年度末＞ 

河川整備率（全県）：６１．１％ 



５．減災のための目標 



減災のための目標 

15 

５年間で達成すべき目標 

目標達成に向けた３本柱 

県管理河川の氾濫による大規模水害に対し、 
「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を目指す。 

※大規模水害・・・・・・・想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害 
※逃げ遅れゼロ・・・・・・避難行動が遅れ、人命に関わるような逃げ遅れをなくす 
※社会経済被害の最小化・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に経済活動 
             を再開できる状態 

 上記目標の達成に向け、洪水を河川内で安全に流す対策などのハード対策に加え、
以下の項目を３本柱とした取組を実施する。 
 
 ①円滑かつ迅速な避難のための取組 
 ②的確な水防活動のための取組 
 ③氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 



６．概ね５年で実施する取組 



概ね５年で実施する取組 
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①円滑かつ迅速な避難のための取組 

1)ソフト対策の主な取組 
 

■洪水時における河川管理者からの情報提供 

• 県管理の洪水予報河川、水位周知河川を対象としたホットラ
インの構築 

■要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及び避難訓練の実施 

• 国等が他県のモデル施設で作成する避難確保計画に関する知見に
ついて共有 

• 対象となる全ての要配慮者利用施設における避難確保計画の作
成・避難訓練の実施を目指す ■避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認 

（水害対応タイムライン） 

• 水害対応タイムラインの作成 

• 水害対応タイムラインを活用して洪水対応訓練を実施 

• 避難勧告の発令基準やタイムラインの見直しを実施 

■情報伝達方法の改善等 

• 洪水情報のＬアラートを活用した提供、プッシュ型配信の実
施 

• 気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等
の改善 

• 住民等への情報伝達方法の改善 

■近接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等 

• 現状の避難場所・避難経路・避難誘導体制の再確認と改善 

• 当該市町村内の避難場所だけでは避難者を収容しきれない場
合には、近接市町村における避難場所の設定や連絡体制等に
ついて検討 

• 必要となる避難場所、避難路等の整備にあたり、河川工事等
の発生土砂を有効活用するなど、連携による効率的な整備を
実施 

■水害危険性の周知促進 

• 水位周知河川の拡大 

• 簡易な方法も活用した浸水想定及び河川水位等の情報提供 

■想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図の作成と周知 

• 想定最大規模降雨による浸水想定区域図の作成・公表 

• 地点別浸水シミュレーション検索システムへの登録 
■水害ハザードマップの改良、周知、活用 

• 水害ハザードマップの作成、周知及び訓練等への活用に関する優
良事例の共有 

• 想定最大規模降雨による浸水想定区域図が作成された場合には、
速やかに水害ハザードマップを作成・公表 

• 水害ハザードマップの国土交通省ハザードマップポータルサイト
への登録 

• 水害ハザードマップを活用した訓練の実施 
■浸水実績等の周知 

• 各機関が既に保有する浸水実績を共有し、市町村において速やか
に住民等に周知 

• まるごとまちごとハザードマップの整備・拡充 
■防災教育の促進 

• 国の支援により作成した指導計画を、全ての学校に共有 

• 教職員を対象とした講習会の実施 

• 出前講座等を活用した講習会の実施 

■危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備 

• 危機管理型水位計の整備 

• 河川監視用カメラの拡充 



概ね５年で実施する取組 
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②的確な水防活動のための取組 

1)ソフト対策の主な取組 
 

■水防団（消防団）への河川水位等に係る情報提供 

• 水防団（消防団）への河川水位等に係る確実な情報伝達手段
の検討 

■市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報提供の充実 

• 浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院等に関する情報を共
有し、各施設管理者に対する洪水時の情報伝達体制・方法につい
て検討 

■重要水防箇所の見直し及び水防資機材の確認 

• 重要水防箇所の共同点検の実施 

• 水防資機材等の配備・確認 

■水防訓練の充実 

• 多様な関係機関や住民等の参加による、実践的な水防訓練を
実施 

■水防団間での連携、協力に関する検討 

• 大規模氾濫に対して広域的、効率的な水防活動が実施できるよう
関係者の協力内容等について検討、調整 

■水防に関する広報の充実（水防団確保に係る取組） 

• 水防団員の募集、自主防災組織、企業等の参画を促すための
広報の充実 ■市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実 

• 浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保に関す
る情報を共有し、耐水化や非常用電源等の対策を施設管理者が実
施するよう調整 

③氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 

■排水施設、排水資機材に関する情報の共有 

• 水害リスク情報の共有とともに、現況の施設・機材の情報を
共有 

■浸水被害軽減地区の指定 

• 浸水エリアの拡大を抑制する効用があると認められる土地に係る
情報（地形データや氾濫シミュレーション結果）を水防管理者に
提供 

• 複数の市町村に係る浸水被害軽減地区の指定については、水防管
理者間で指定の予定や課題等を共有し、連携して指定に取り組む。 



概ね５年で実施する取組 
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河川管理施設の整備等に関する事項 

2)ハード対策の主な取組 

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策 

• 堤防等河川管理施設の整備 

■危機管理型ハード対策 

• 決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫 

■排水機場の耐水化の検討 

• 排水機場の耐水化の検討 



ソフト対策①（1/11）洪水時における河川管理者からの情報提供 
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• 県管理の洪水予報河川、水位周知河川を対象としたホットラインの構築(1/2) 

目 的  
  従前の河川情報の提供に加え、河川管理者から河川の状況、水位変化、 
 今後の見通し等を市町村に直接電話で伝える仕組みを構築し、市町村長が 
 行う避難勧告等の発令の判断を支援するための情報提供の充実を図る 
 

対 象   

  ○県管理の洪水予報河川、水位周知河川 
 

運 用 
  ○平成30年6月1日～（予定） 
 

タイミング（伝達時期）の目安  
  

  ①避難判断水位が設定されている河川で、河川水位が避難判断水位に 
   到達し、今後も水位上昇が見込まれる場合 
 

  ②河川水位が氾濫危険水位に到達し、今後も水位上昇が見込まれる場合  
  

  ③堤防の決壊や越水・溢水に関する情報を把握した場合 



ソフト対策①（1/11）洪水時における河川管理者からの情報提供 
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• 県管理の洪水予報河川、水位周知河川を対象としたホットラインの構築(2/2)   

洪水予報河川のホットラインのタイミング（案） 

 ホットライン実施者 
 

  ○第１ホットライン 
     河川管理者（県土整備事務所長）       ⇒  市町村長 
                 

  ○第２ホットライン 
     河川管理者（県土整備事務所担当者） ⇒  市町村担当者 

避難判断水位※ 

氾濫危険水位 

氾濫注意水位 

時間の流れ 

水位 

氾濫注意情報 氾濫警戒情報 氾濫危険情報 氾濫発生情報 

タイミング② 
第１ホットライン 

氾濫発生 

タイミング① 
第２ホットライン※ 

タイミング③ 
第１ホットライン 

※第２ホットラインは、
避難判断水位が設定さ
れている場合に実施 
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• 水害対応タイムラインの作成 
• 水害対応タイムラインを活用して洪水対応訓練を実施 
• 避難勧告の発令基準やタイムラインの見直しを実施 

ソフト対策①（2/11）避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認 

※ タイムライン（防災行動計画）策定・活用指針(初版)【 平成２８年８月】 
（国土交通省水災害に関する防災・減災対策本部 防災行動計画ワーキング・グループ）より 

タイムラインの例 
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• 水位周知河川の拡大 
• 簡易な方法も活用した浸水想定及び河川水位等の情報提供 

ソフト対策①（3/11）水害危険性の周知促進 

洪水予報河川
水位周知河川

女堀川

小山川

福川

市野川

新河岸川

柳瀬川

黒目川

鴨川

鴻沼川

芝川

新芝川

中川

大落古利根川

新方川

元荒川

綾瀬川

洪水予報河川 ４河川
水位周知河川 １４河川

唐沢川

入間川

埼玉県が管理する洪水予報河川・水位周知河川 

簡易な方法も活用した浸水想定及び河川水位等の情報提供 
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• 洪水情報のＬアラートを活用した提供、プッシュ型配信の実施           (1/2) 
• 気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善 
• 住民等への情報伝達方法の改善 

ソフト対策①（4/11）情報伝達方法の改善等 

Lアラートの概要 

 Ｌアラートを活用した河川防災情報の提供 
 １ 対象河川 
 ２ 配信する情報 

 緊急速報メールによる洪水情報を配信開始（プッ
シュ型配信） 
 １ 配信開始日      
   平成３０年５月１日（火） 
 ２ 配信対象河川 
   配信対象河川：水位周知河川（14河川17観測
所） 
 ３ 配信対象者 
   配信対象エリア内の携帯電話等 
   （NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク（ワイモバイル含
む））のユーザーを対象 
 ４ 配信する情報 

   氾濫危険情報をテレビやラジオなどの各情報メ
ディア へ提供 

洪水予報河川・水位周知河川（18河川20観測所） 
氾濫危険情報をテレビやラジオなどの各情報メディアへ提供 
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• 洪水情報のＬアラートを活用した提供、プッシュ型配信の実施           (2/2) 
• 気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善 
• 住民等への情報伝達方法の改善 

ソフト対策①（4/11）情報伝達方法の改善等 

緊急速報メールによる洪水情報の配信（プッシュ型配信） 
１ 配信対象 
 
２ 配信対象者 
 
３ 配信する情報 

配信対象河川：洪水予報河川（綾瀬川、新河岸川、芝川・新芝川） 
配信エリア：沿川９市 
配信対象エリア内の携帯電話等（NTTドコモ、KDDI、 
ソフトバンク（ワイモバイル含む））のユーザー 
「氾濫のおそれがある情報」及び「氾濫が発生した情報」 

 緊急速報メールによる洪水情報を配信開始（プッシュ型配信） 
 １ 配信開始日  平成３０年５月１日（火） 
 ２ 配信対象    配信対象河川：洪水予報河川（綾瀬川、新河岸川、芝川・新芝川） 
             配信エリア：沿川市 
 ３ 配信対象者  配信対象エリア内の携帯電話等 （NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク（ワイモバイル含む））の
ユーザー 
 ４ 配信する情報    「氾濫のおそれがある情報」及び「氾濫が発生した情報」 

河川管理者（県） 
・気象庁 

洪水予報作成・発表 
（県） 
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• 現状の避難場所・避難経路・避難誘導体制の再確認と改善 
• 当該市町村内の避難場所だけでは避難者を収容しきれない場合には、近接市町村
における避難場所の設定や連絡体制等について検討 

• 必要となる避難場所、避難路等の整備にあたり、河川工事等の発生土砂を有効活
用するなど、連携による効率的な整備を実施 

ソフト対策①（5/11）近接市町村における避難場所の設定（広域避難
体制の構築）等 

浸水想定区域図（中川・綾瀬川・元荒川・大落古利根川・新方川） 

市町村を跨いだ避難 
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• 国等が他県のモデル施設で作成する避難確保計画に関する知見について共有 
• 対象となる全ての要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・避難訓練の実
施を目指す 

ソフト対策①（6/11）要配慮者利用施設における避難確保計画の作成
及び避難訓練の実施 

急傾斜地

～要配慮者利用施設における円滑かつ迅速な避難のために～

※ 土砂災害防止法の正式名称は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」です。

「水防法等の一部を改正する法律（平成29年法律第31号）」の施行に
より、要配慮者利用施設の避難体制の強化を図るため『水防法』及び
『土砂災害防止法』が平成29年6月19日に改正されました。

要配慮者利用施設の所有者・管理者の皆さまへ

※「 土砂災害警戒区域」 とは、 土砂災
害が発生した場合に、住民等の生命
または身体に危害が生じるおそれが
あると認められる区域であり、 都道
府県知事が指定します。

とは･･･

社会福祉施設、 学校、 医療施設
その他の主とし て防災上の配慮

を要する方々が利用する施設で
す。

1 避難確保計画の作成

● 避難確保計画が実効性あるものと するためには、 施設管理者等の
皆さまが主体的に作成いただく ことが重要です。

● 作成し た避難確保計画は、 職員のほか、 利用者やご家族の方々も
日頃より確認することができるよう 、 その概要などを共用スペースの
掲示板などに掲載しておく ことも有効です。

※ 義務付けの対象となるのは、 これら 要配慮者利用施設のう ち、 市町村地域防災計画にそ
の名称及び所在地が定められた施設です。

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設※の

管理者等は、 避難確保計画の作成・ 避難訓練の実施が義務と
なりまし た。

【 土砂災害警戒区域】

〔 医療施設〕
・ 病院
・ 診療所
・ 助産所 等

※「 洪水浸水想定区域」 とは、 河川が氾濫した場合に浸水
が想定される区域であり 、 河川等管理者である国または
都道府県が指定します。

※ 市町村地域防災計画にその名称及び所在地が定められた施設が対象です。

要配慮者利用施設

要配慮者利用施設

〔 社会福祉施設〕
・ 老人福祉施設
・ 有料老人ホーム
・ 認知症対応型老人共同生活援助事業の用に
供する施設

・ 身体障害者社会参加支援施設
・ 障害者支援施設
・ 地域活動支援センター
・ 福祉ホーム
・ 障害福祉サービス事業の用に供する施設

・ 保護施設

・ 児童福祉施設
・ 障害児通所支援事業の用に供する施設
・ 児童自立生活援助事業の用に供する施設
・ 放課後児童健全育成事業の用に供する施設

・ 子育て短期支援事業の用に供する施設
・ 一時預かり 事業の用に供する施設
・ 児童相談所
・ 母子・ 父子福祉施設
・ 母子健康包括支援センタ ー 等

〔 学校〕
・ 幼稚園 ・ 義務教育学校 ・ 特別支援学校
・ 小学校 ・ 高等学校 ・ 高等専門学校
・ 中学校 ・ 中等教育学校 ・ 専修学校（ 高等課程を置く も の） 等

例
え
ば

※「避難確保計画の作成の手引き」を国土交通省
水管理・国土保全局のホームページに掲載してい
ますので、計画作成の参考としてください。

● 「 避難確保計画」 とは、 水害や土砂災害が発生するおそれがある
場合における利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な
次の事項を定めた計画です。
➢防災体制 ➢避難誘導 ➢施設の整備 ➢防災教育及び訓練の実施
➢自衛水防組織の業務（ ※水防法に基づき自衛水防組織を置く 場合）
➢ そのほか利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置 に関する事項

浸水想定区域

氾濫

要配慮者利用施設

【 浸水想定区域】

● 避難確保計画を作成・ 変更したと きは、 遅滞なく 、 その計画を市町
村長へ報告する必要があります。

2 市町村長への報告

3 避難訓練の実施

● 避難確保計画に基づいて避難訓練を実施します。 職員のほか、 可能
な範囲で利用者の方々にも協力してもらう など、 多く の方々が避難訓
練に参加することで、 より実効性が高まります。

● ハザード マッ プを活用するなどし て、 水害や土砂災害に対して安全
な場所へ速やかに避難するなど、 浸水想定区域や土砂災害警戒区域な
どの地域の災害リスクの実情に応じた避難訓練を実施することが重要
です。

避難体制の確認

避難訓練の実施

職員や利用者への学習会

避難体制のより一層の強化のために、 関係者が連携して取り組むことが重要です！

避難確保計画の作成

！

➢ 避難確保計画を作成しない要配慮者利用施設の管理者等に対し て、 市町村長が必要な指示をす
る場合があります。

➢ 正当な理由がなく 、 指示に従わないときは、 市町村長がその旨を公表する場合があります。

施設の所在する市町村へお問い合わせください。

市町村地域防災計画（ 避難場所・ 避難経路など） ・ ハザード マッ プに関すること

国が管理する河川に係る浸水想定区域については国土交通省の河川事務所へ、
県が管理する河川に係る浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等については埼玉県
河川砂防課（ＴＥＬ：０４８－８３０－５１２０（代表））へお問い合わせくだ
さい。

浸水想定区域・ 土砂災害警戒区域等の指定に関すること

問い合わせ先

法改正に関すること

土砂災害防止法関係

水防法関係 国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室

国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防計画課

TEL：03-5253-8111（代表） URL：http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/index.html

要配慮者利用施設の管理者等向けチラシ 
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• 想定最大規模降雨による浸水想定区域図の作成・公表 
• 地点別浸水シミュレーション検索システムへの登録 

ソフト対策①（7/11）想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図の作
成と周知 

荒川洪水浸水想定区域図 
（見直し前） 

地点別浸水シミュレーション 
検索システムの画面例 

荒川洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 
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• 水害ハザードマップの作成、周知及び訓練等への活用に関する優良事例の共有 
• 想定最大規模降雨による浸水想定区域図が作成された場合には、速やかに水害ハ
ザードマップを作成・公表 

• 水害ハザードマップの国土交通省ハザードマップポータルサイトへの登録 
• 水害ハザードマップを活用した訓練の実施 

ソフト対策①（8/11）水害ハザードマップの改良、周知、活用 

洪水ハザードマップの作成例（左：川越市、右：さいたま市） 
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• 各機関が既に保有する浸水実績を共有し、市町村において速やかに住民等に周知 
• まるごとまちごとハザードマップの整備・拡充 

ソフト対策①（9/11）浸水実績等の周知 

浸水実績図のイメージ 

まるごとまちごとハザードマップの例（川口市） 

想定される浸水深を表示 

歩行者等の目線の高さに表示 
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• 国の支援により作成した指導計画を、全ての学校に共有 
• 教職員を対象とした講習会の実施 
• 出前講座等を活用した講習会の実施 

ソフト対策①（10/11）防災教育の促進 

みさと水防災セミナーの様子 吉川市水防災セミナーの様子 
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ソフト対策①（11/11）危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備 

• 危機管理型水位計の整備                                           （1/2）  
• 河川監視用カメラの拡充 

○人家や重要な施設（要配慮者利用施設・市役所・役場等）の浸水の危険性が高く、 

 的確な避難判断のための水位観測が必要な箇所において、洪水に特化した低コスト 

 の水位計（危機管理型水位計）を設置し、近接住民の避難を支援 

H30年度危機管理型水位計設置予定箇所 

赤堀川 北本市朝日
男堀川 本庄市早稲田の杜
元小山川 本庄市台町
女堀川 本庄市児玉町八幡山
中川 羽生市東８丁目
元荒川 行田市清水町
会之堀川 越谷市平方・春日部市大枝（市境）
古隅田川 春日部市栄町
庄兵衛堀川 久喜市除堀・河原井
備前前堀川 久喜市江面
新方川 春日部市大枝
柳瀬川 新座市大和田４丁目
白子川 和光市白子２丁目
黒目川 新座市畑中２丁目
江川 上尾市領家・桶川市川田谷（市境）
不老川 入間市下藤沢
葛川 坂戸市東和田
市野川 嵐山町川島
市野川 滑川町羽尾
横瀬川 横瀬町横瀬

水系名 河川名 設置箇所

利根川

荒川
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ソフト対策①（11/11）危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備 

河川カメラの映像 

埼玉県の河川カメラ設置位置 

※Ｈ３０年５月末、県西部を中心に 
   １７箇所拡充予定 

• 危機管理型水位計の整備                                           （2/2）  
• 河川監視用カメラの拡充 



ソフト対策② 的確な水防活動のための取組（1/2） 
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• 水防団（消防団）への河川水位等に係る確実な情報伝達手段の検討 
• 重要水防箇所の共同点検の実施 
• 水防資機材等の配備・確認 
• 水防団員の募集、自主防災組織、企業等の参画を促すための広報の充実 
• 多様な関係機関や住民等の参加による、実践的な水防訓練を実施 
• 大規模氾濫に対して広域的、効率的な水防活動が実施できるよう関係者の協力内
容等について検討、調整 

県土整備部職員による水防技術指導 

重要水防箇所の共同点検 

水防訓練の実施 

広報イメージ 

住民による自衛水防訓練 
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• 浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院等に関する情報を共有し、各施設管
理者に対する洪水時の情報伝達体制・方法について検討 

• 浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保に関する情報を共有し、
耐水化や非常用電源等の対策を施設管理者が実施するよう調整 

ソフト対策② 的確な水防活動のための取組（2/2） 

非常用電源を高所に設置（久喜市） 



ソフト対策③氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 
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• 水害リスク情報の共有とともに、現況の施設・機材の情報を共有 
• 浸水エリアの拡大を抑制する効用があると認められる土地に係る情報（地形デー
タや氾濫シミュレーション結果）を水防管理者に提供 

• 複数の市町村に係る浸水被害軽減地区の指定については、水防管理者間で指定の
予定や課題等を共有し、連携して指定に取り組む 

現況の施設・機材の情報を共有 

浸水被害軽減地区のイメージ 



ハード対策 河川管理施設の整備等に関する取組 
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• 堤防等河川管理施設の整備 
• 決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫 
• 排水機場の耐水化の検討 

掘削 

堤防の整備 

拡幅 
綾瀬川（さいたま市緑区） 

整備前 整備後 

堤防等河川管理施設の整備例 

危機管理型ハード対策のイメージ 



７．フォローアップ 



フォローアップ 
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 各構成機関の取組については、必要に応じて、地域防災計画、河川整備計画等
に反映することなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組
むこととする。 
 

 原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に応
じて取組方針を見直すこととする。また、実施した取組についても訓練等を通じ
て習熟、改善を図る等、継続的なフォローアップを行うこととする。 
 

 今後、他機関で作成される取組方針の内容や技術開発の動向等を収集した上で、
随時、その時点までの取組状況を踏まえ、取組方針を見直すこととする。 


